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 新型コロナ感染症は、感染力が極めて強い変異株への置き換わりをきっかけとし

て、全国では 8 月 20 日に 2 万 5858 人、京都府でも 8 月 20 日には、548 人という過去

最多の新規感染者が確認されるなど、第 5波において過去最悪ペースで急激な感染拡

大状況となっています。こうした中、確保病床使用率が 71.3％、重症病床使用率が

66.2％（21 日現在）となるなど、京都府でも医療への負担も急激に深刻さを増し、在

宅療養や宿泊施設療養を余儀なくされる事態が再び広がり、中でも自宅療養者への支

援や医療提供が厳しい事態に陥っています。 

 また、医療現場では、危機的な状況を余儀なくされ、いくつかの保健所において

は、積極的疫学調査を実施できない極めて厳しい状況に直面し、府民に不安が広がっ

ています。さらに、ワクチン接種も国のワクチン供給が依然として不透明な上に、ブ

レイクスルー感染、若年者への感染の広がりなど、感染力の強いデルタ株などの変異

株が拡大し続けています。 

こうした災害級の新たな局面に対し、緊急に府民のいのちを守ることを第一とした

対策へと切り替えるとともに、そのためにも医療の逼迫を改善することが喫緊の課題

となっています。 

 ついては、京都府におかれては、政府の「入院制限」方針の撤回を求めるととも

に、以下の項目について至急に取り組まれるよう強く要望します。 

 

1. 急増している自宅療養者や宿泊施設療養者が、急激に増悪して重症化し、命を脅か

される事態を避けることが緊急に求められています。重症化させないことは、早期

退院にもつながり、医療逼迫を改善し、必要な方が入院できる条件を広げることに

もなります。そのため、入院待機ステーションや宿泊療養施設について、臨時的医

療施設登録を行い、増床や形態の改善、医療機関の支援体制を整備し、「中和抗体

療法」等を使用し、命を守ること。 

 

2. 感染の新たな事態に対応できるよう、臨時的医療施設の設置をはじめ、さらなる病

床確保にむけ、医療機関の協力を得て全力を上げること。また、コロナ感染の妊婦

さんの産科の救急対応や小児への対応ができる医療機関の拡充も必要です。 

さらに、自宅療養者の健康観察のみならず、重症化リスクを早期に発見し、必要

な医療を保障するため、開業医等、地区医師会や地域の医療機関との連携が不可欠

です。すでに、訪問診療チームの取り組みが進められてきていますが、自宅療養者



支援の努力が個別診療所でも始められようとしています。これらの努力を汲みつく

し、速やかに医師等による健康観察や訪問診療等が行える体制をとり、重症化リス

ク患者を一刻も早く把握し、入院や適切な医療が遅滞なく保障できる対策をとるこ

と。幅広く医療関係者の協力を得るためにも、すべての医療機関、医療関係者への

補償を行うこと。 

 

3. 自宅療養者への医療アクセスを保障し、保健所の負担を軽減するためにも、京都市

も含め統廃合以前の配置に速やかに戻し、感染症対策に従事する自治体職員によ

り、身近で自宅療養者への生活と療養を支え、地区医師会と連携して必要な外来医

療・往診が提供できるように、仕組みを速やかに構築すること。 

 

4. ワクチン接種の安定的計画的な実施をすすめるとともに、ブレイクスルー感染、未

成年や子どもの感染者の増加など新たな事態に対し、すべての医療・福祉現場など

での定期・頻回検査の実施や、子どもの学習権を保証するためにも学校現場等での

検査実施や支援体制、濃厚接触者や症状のある人の速やかな検査ができる体制をと

るなど、新たな事態にふさわしい検査戦略をもつこと。 

 

5. 災害級の事態に、保健所や医療現場の逼迫と相まって、感染者や濃厚接触者の検

査、自宅待機等の症状の変化、入院できない不安など、問い合わせも多数となって

います。府民に寄り添うため、相談体制の拡充、具体的な支援策が目に見える形で

実施されるようにすることなど、的確な情報発信と府民が安心感を持てるようにす

るなど、リスクコミュニケーションの充実に努めること。 

 

6. 中止を求める圧倒的な世論に対し、菅首相が「安心・安全な大会」と繰り返し開催

を強行した東京オリンピックが、国民に誤ったメッセージを与えたことは、人流の

状況を見れば明らかです。政府に対しパラリンピックの即時中止の決断を求めるこ

と。 

以上 


